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問 県くらしの安全推進課　☎（333）2293

　県では、高齢運転者の交通事故を防止し、安全
安心な社会を実現するため、ペダル踏み間違い防
止装置とドライブレコーダーの購入・設置を支援
しています。
　８月30日から令和５年２月28日までに協力店
舗で購入・設置した場合が対象です。
　希望する人は協力店舗へご相談ください。

　協力店舗の一覧など、詳しくは県ホームページ
をご覧ください。

熊本県　高齢運転者　支援 で検索

◆対象　県内在住の高齢運転者（65歳以上）
※令和５年３月31日時点で65歳となる人を含

みます。
◆内容　協力店舗で購入・設置する、補助の対象

となるペダル踏み間違い防止装置（最大２万円
の補助）とドライブレコーダー（最大１万円の補
助）の費用の一部を補助

高齢運転者の安全運転を支援します

問 県建築課　宅地耐震化・指導班　☎（333）2542

都市計画法の改正の概要
　集落内開発区域から「一定の浸水想定区域」を
原則除外とすることとされました。ただし、安全
上及び避難上の対策を行う場合は、開発行為が許
容されます。

熊本県の集落内開発制度の運用基準
　「一定の浸水想定区域」とは、想定最大規模降雨

（Ｌ２）に基づく想定浸水深が３㍍以上の区域です。

　この区域内であっても、安全上及び避難上の対
策を行うことで、開発行為が許容されます。

▶例えば、避難可能な居室などの床面の高さが
想定浸水深以上となる以下のような対策を想
定。〈下図参照〉

　　①居室の高床化
　　②敷地の地盤のかさ上げ
　　③居室の高床化に準じた対策

（居室と同等の居住性を有し、かつ直接外部
への避難ができる空間を確保）

　運用基準の詳細は、県土木部建築住宅局建築課
ホームページに掲載しています。

熊本県 都市計画法　運用基準 で検索

令和５年４月１日から

市街化調整区域内の集落内開発制度の運用が変わります

居室の床面の高さ
▽水位

▽現況地盤面

居室の床面の
高さ

建築物の居室の高床化
（一般的な２階建てを含む）

敷地の地盤面のかさ上げ 建築物の居室の
高床化に準じた対策

ロフトの
床面の高さ

避難上有効な
開口部
避難上有効な
開口部

〈対策のイメージ図〉

問 マイナンバー総合フリーダイヤル　☎0120（95）0178

12月末までに
マイナンバーカードの申請が必要です

マイナポイント受け取りは令和５年２月末まで

マイナポイントの申込方法
①スマートフォンやパソコンから申し込む

※家族が持っているスマートフォンやパ
ソコンでも申し込むことができます。

②手続きスポットで申し込む
　菊陽町役場　総合政策課でお手伝いします。

　◦その他の手続きスポット
　近くの郵便局やコンビニ、スーパー、携帯
ショップ、量販店などに、国がマイナポイント申
し込みに利用できる端末を設置しています。設置
していないところもありますので、手続きに行く
前に手続きスポットにお問い合わせください。

最
大20,000円分の

マイナポイントがもらえる！

手続きスポット
ＫＤＤＩ（auショップ）、ＮＴＴドコモ（ドコモ
ショップ）、イオングループ（総合スーパー・一
部の食品スーパー）、セブン銀行（ＡＴＭ）、ソ
フトバンク（ソフトバンクショップ・ワイモバ
イルショップ）、ビックカメラグループ（ビック
カメラ・コジマ・ソフマップ）、ヤマダ電機、
郵便局、ローソン（マルチコピー機）
※楽天ペイは、手続きスポットでは登録できま

せん。決済サービスアプリからのみ申込可能
です。

＋ ＋最
大5,000円分
マイナンバーカード
新規取得で

最
大7,500円分
健康保険証としての
利用申し込みで

最
大7,500円分
公金受取口座の登録で

申込方法は
こちらから

手続きするときの持参物
⃞✓ マイナンバーカード
⃞✓ マイナンバーカードの４桁の暗証番号
⃞✓ ポイントを受け取る電子マネーやクレジットカードの決済ＩＤとセキュリティコード

⃞✓ 預金口座番号の分かる通帳など

ゆめか、WAON、nanaco、ｄカード、楽天カードなど
ポイントを受け取れるカードの例

その他のポイントが受け取れるサービスはこちらから確認ください→

高齢運転者の踏み間違い防止装置とドライブレ
コーダー購入・設置費用を補助します。

ドライブレコーダーの設置で、もしものときに備える

近年の頻発・激甚化する自然災害に対応するため、
都市計画法等が一部改正され、県内の集落内開発
区域での開発行為に関する運用が以下のように変
わります。


